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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

中間連結会計期間
第78期

中間連結会計期間
第77期

会計期間
自　2023年10月１日
至　2024年３月31日

自　2024年10月１日
至　2025年３月31日

自　2023年10月１日
至　2024年９月30日

売上高 （千円） 24,612,932 24,575,666 40,270,804

経常利益 （千円） 4,469,310 3,678,113 3,039,548

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 2,976,833 2,431,528 1,902,159

中間包括利益又は包括利益 （千円） 2,912,842 2,461,613 1,771,849

純資産額 （千円） 22,357,768 23,009,296 21,207,257

総資産額 （千円） 45,293,397 48,335,618 36,413,653

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） 164.23 133.65 104.73

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.8 47.0 57.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △7,295,601 △9,555,254 594,119

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,080,102 △471,769 △2,178,474

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 6,422,474 8,674,170 102,576

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 6,201,600 5,347,494 6,697,584

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　当社の連結子会社である株式会社テクノスは、当中間連結会計期間中に株式会社エコロジーサイエンスを吸収合併

しています。これにより、株式会社エコロジーサイエンスを当中間連結会計期間より連結の範囲から除外していま

す。また株式会社テクノスは、株式会社エコノスに社名変更しております。

　この結果、2025年３月31日現在、当社グループは当社及び連結子会社14社及び持分法適用会社２社で構成されるこ

ととなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

また、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

　なお、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完成

する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増

加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

（1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により緩やかな回復傾向

で推移しましたが、物価上昇の継続や消費者マインドの下振れ、米国の通商政策動向、金融資本市場の変動等、世

界経済の先行きは不透明な状況が続きました。

　建設関連業界に属する当社グループを取り巻く環境におきましては、公共投資が底堅く推移しています。わが国

の総合経済政策のひとつに「国民の安心・安全の確保」が掲げられ、自然災害からの復旧・復興、防災・減災及び

国土強靱化の推進などの予算措置が講じられたことに加え、脱炭素社会の実現やエネルギー安定供給に対する需要

もあり、市場は順調に推移しました。

　このような事業環境のもと、当社グループは、長期ビジョン2033の第１フェーズとなる中期経営計画2026の２年

目として、空間情報技術を核とし、重点分野、成長・革新テーマ、新規事業への展開、事業ポートフォリオ経営強

化への取り組みを進めています。あわせて、人的資本、安全と品質、脱炭素等の企業マネジメントの充実にも注力

しています。

　当中間連結会計期間においては、能登半島地震・豪雨災害被災地の復旧・復興に向けた活動を継続する他、2025

年２月に発生した岩手県大船渡市の林野火災について、斜め写真撮影を実施し、関係防災行政機関などへ情報提供

を行ってまいりました。また、森林・環境事業分野の取り組みとして、2025年２月新百合本社が所在する川崎市と

「里山保全管理活動に関する協定」を締結し、当社技術を生かして地域住民とともに地域の環境保全に取り組む活

動をはじめました。さらに、エネルギー事業分野では、再生可能エネルギーの導入促進に向けた新たなビジネス展

開として、2025年３月に北海道空知郡南幌町で航空測量業界初となる系統用蓄電池の「南幌蓄電所」を建設し営業

運転を開始しました。今後も、電力レジリエンスの強化とカーボンニュートラルの実現に向けた取り組みを進め、

持続可能な社会の構築に貢献してまいります。この他、当中間連結会計期間に「Ｒ４利根砂防管内自律飛行型ＵＡ

Ｖによる点検計画検討業務」で国土交通省の令和６年度インフラＤＸ大賞の優秀賞を、「航空レーザ測量実施判断

フローの開発」で日本水路協会の「水路技術奨励賞」を受賞しました。

　気候変動への対応については、「Science Based Targets（SBT）」の目標設定に沿った排出削減に向けて、自社

運航機へのSAF（持続可能な航空燃料）の継続利用や再生可能エネルギーの使用比率を徐々に高める取り組み等を

継続しています。GHG排出量に関しては、毎年第三者検証を受ける運用となっていますが、前期データについては

２月に第三者機関より限定保証を受けることができました。また、森林・環境事業を展開する中で、ブルークレ

ジットやＪクレジットの調達を進めながら、事業推進と排出量管理の両面から取り組みを進めています。詳細につ

いては当社サステナビリティサイトをご参照ください（https://www.ajiko.co.jp/sustainability/tcfd）。

　以上の結果、当中間連結会計期間における業績は、受注高が185億53百万円（前年同期比8.2％増）となり、売上

高は業務発注時期の遅れ等の影響もあり245億75百万円（前年同期比0.2％減）となりました。

　利益面におきましては、生産構造改革、AAS-DX推進に向けた投資を継続的に進めた他、諸物価の高騰、人件費上

昇に伴う外注委託費用の増加等の影響により、営業利益は38億38百万円（前年同期は46億57百万円）、経常利益は

36億78百万円（前年同期は44億69百万円）、親会社株主に帰属する中間純利益は24億31百万円（前年同期は29億76

百万円）となりました。
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（受注及び販売の状況）

　当中間連結会計期間における受注及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載に代

えて事業区分別に記載しております。

　また、当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完

成する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高

が増加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

① 受注の状況

 

前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日

　　至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間

（自　2024年10月１日

　　至　2025年３月31日）

 

比較増減

 

事業区分
受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

　社会インフラマネジメント 12,622,278 12,415,619 12,212,368 14,176,823 △409,910 1,761,204

　国土保全コンサルタント 3,782,218 3,526,941 4,663,286 3,147,573 881,067 △379,367

　その他 742,829 588,289 1,677,911 1,507,109 935,082 918,820

合　　計 17,147,326 16,530,850 18,553,566 18,831,507 1,406,239 2,300,657

 

② 販売の状況

 

前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日

　　至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間

（自　2024年10月１日

　　至　2025年３月31日）

 

比較増減

 

事業区分
金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

増減率

（％）

　社会インフラマネジメント 15,236,295 61.9 14,396,452 58.5 △839,842 △5.5

　国土保全コンサルタント 6,659,505 27.1 7,656,739 31.2 997,233 15.0

　その他 2,717,130 11.0 2,522,474 10.3 △194,656 △7.2

合　　計 24,612,932 100.0 24,575,666 100.0 △37,265 △0.2
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（2）財政状態の状況

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比較し119億21百万円増加の483億35百万円となりま

した。これは主として、受取手形、売掛金及び契約資産の141億48百万円増加によるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比較し101億19百万円増加の253億26百万円となりました。これは主として、

短期借入金の97億円増加、支払手形及び買掛金の４億57百万円増加によるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比較し18億２百万円増加の230億９百万円となりました。これは主として、

親会社株主に帰属する中間純利益により24億31百万円増加、剰余金の配当により６億75百万円減少したことによ

るものであります。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ13

億50百万円減少し、53億47百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により支出した資金は、売上債権及び契約資産の増加141億44百万円等により、95億55百万円（前年同

期は72億95百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は、有形固定資産の取得による支出４億20百万円等により、４億71百万円（前年

同期は10億80百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は、短期借入金の純増加97億円等により、86億74百万円（前年同期は64億22百万

円の収入）となりました。

 

（4）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、１億50百万円となっております。なお、当中間連結会計期

間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（5）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

（6）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年５月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,614,000 18,614,000
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 18,614,000 18,614,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年10月１日～

2025年３月31日
－ 18,614,000 － 1,673,778 － 1,197,537
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（５）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

 西日本旅客鉄道株式会社  大阪府大阪市北区芝田二丁目４番24号 5,112 28.01

 復建調査設計株式会社  広島県広島市東区光町二丁目10番11号 4,370 23.94

 日本国土開発株式会社  東京都港区虎ノ門四丁目３番13号 1,070 5.86

 アジア航測社員持株会  東京都新宿区西新宿六丁目14番１号 638 3.50

 ＴＤＣソフト株式会社  東京都千代田区九段南一丁目６番５号 550 3.01

 光通信株式会社  東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 341 1.87

 株式會社オオバ  東京都千代田区神田錦町三丁目７番１号 341 1.87

 株式会社日本カストディ銀行

 （信託口）
 東京都中央区晴海一丁目８番12号 279 1.53

 三井共同建設コンサルタント

 株式会社
 東京都品川区大崎一丁目11番１号 217 1.19

 関電不動産開発株式会社  大阪府大阪市北区中之島三丁目３番23号 196 1.07

計 － 13,115 71.86

（注）当社は、自己株式を363,483株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

－
普通株式 363,400

（相互保有株式）
－

普通株式 1,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,149,500 181,495 －

単元未満株式 普通株式 100,100 － －

発行済株式総数  18,614,000 － －

総株主の議決権  － 181,495 －

 

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

アジア航測株式会社

東京都新宿区西新宿六

丁目14番１号　新宿グ

リーンタワービル

363,400 － 363,400 1.95

（相互保有株式）      

株式会社大設
兵庫県姫路市広畑区

蒲田四丁目140番地
1,000 － 1,000 0.01

計 － 364,400 － 364,400 1.96

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

アジア航測株式会社(E04275)

半期報告書

 9/21



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,827,584 5,347,494

受取手形、売掛金及び契約資産 13,988,772 28,137,610

仕掛品 1,146,878 421,954

原材料及び貯蔵品 28 28

その他 860,628 877,700

貸倒引当金 △35,420 △38,468

流動資産合計 22,788,472 34,746,320

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 476,725 567,215

航空機（純額） 306,619 254,432

機械及び装置（純額） 59,683 384,182

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 463,565 642,324

土地 546,234 546,234

その他（純額） 2,413,405 2,091,634

有形固定資産合計 4,266,233 4,486,024

無形固定資産   

ソフトウエア 1,517,513 1,385,494

のれん 342,775 307,782

その他 351,776 396,079

無形固定資産合計 2,212,065 2,089,356

投資その他の資産   

投資有価証券 4,851,933 4,733,711

その他 2,433,571 2,413,829

貸倒引当金 △138,623 △133,623

投資その他の資産合計 7,146,882 7,013,917

固定資産合計 13,625,181 13,589,298

資産合計 36,413,653 48,335,618
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,836,112 2,293,282

短期借入金 1,500,000 11,200,000

１年内返済予定の長期借入金 51,627 52,128

１年内償還予定の社債 － 50,000

未払法人税等 670,795 1,342,472

契約負債 697,794 308,567

賞与引当金 1,758,831 1,537,595

受注損失引当金 282,880 141,373

引当金 175,320 30,527

その他 3,015,921 3,218,484

流動負債合計 9,989,283 20,174,433

固定負債   

社債 50,000 －

長期借入金 166,862 141,902

退職給付に係る負債 3,377,941 3,327,046

その他 1,622,308 1,682,939

固定負債合計 5,217,112 5,151,888

負債合計 15,206,395 25,326,322

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,673,778 1,673,778

資本剰余金 2,681,318 2,694,761

利益剰余金 14,756,176 16,512,434

自己株式 △135,538 △130,886

株主資本合計 18,975,734 20,750,088

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,806,050 1,829,717

為替換算調整勘定 19,753 26,845

退職給付に係る調整累計額 151,605 125,716

その他の包括利益累計額合計 1,977,409 1,982,279

非支配株主持分 254,113 276,929

純資産合計 21,207,257 23,009,296

負債純資産合計 36,413,653 48,335,618
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 24,612,932 24,575,666

売上原価 16,320,559 16,724,022

売上総利益 8,292,372 7,851,644

販売費及び一般管理費 ※１ 3,634,801 ※１ 4,012,693

営業利益 4,657,570 3,838,950

営業外収益   

受取利息 36 804

受取配当金 51,629 52,882

不動産賃貸料 13,232 13,232

その他 27,157 38,418

営業外収益合計 92,055 105,338

営業外費用   

支払利息 29,502 55,598

コミットメントフィー 4,052 3,355

シンジケートローン手数料 63,500 500

持分法による投資損失 158,631 143,343

その他 24,629 63,377

営業外費用合計 280,315 266,176

経常利益 4,469,310 3,678,113

特別利益   

固定資産売却益 1 2,610

投資有価証券売却益 22,376 64,684

特別利益合計 22,377 67,295

特別損失   

固定資産除却損 2,268 14,521

投資有価証券評価損 12,667 －

特別損失合計 14,936 14,521

税金等調整前中間純利益 4,476,752 3,730,886

法人税等 1,479,104 1,269,688

中間純利益 2,997,648 2,461,198

非支配株主に帰属する中間純利益 20,815 29,669

親会社株主に帰属する中間純利益 2,976,833 2,431,528
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

中間純利益 2,997,648 2,461,198

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △46,437 19,383

為替換算調整勘定 1,917 7,091

退職給付に係る調整額 △39,296 △19,757

持分法適用会社に対する持分相当額 △990 △6,303

その他の包括利益合計 △84,806 415

中間包括利益 2,912,842 2,461,613

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,882,890 2,436,397

非支配株主に係る中間包括利益 29,951 25,215
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,476,752 3,730,886

減価償却費 822,499 847,596

賞与引当金の増減額（△は減少） △173,562 △221,380

受注損失引当金の増減額（△は減少） △164,836 △141,506

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △172,842 △78,554

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,423 △1,982

受取利息及び受取配当金 △51,665 △53,687

支払利息 29,502 55,598

シンジケートローン手数料 63,500 500

固定資産売却損益（△は益） △1 △2,610

固定資産除却損 2,268 6,565

投資有価証券売却損益（△は益） △22,376 △64,684

投資有価証券評価損益（△は益） 12,667 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △13,959,956 △14,144,466

棚卸資産の増減額（△は増加） 899,107 724,957

仕入債務の増減額（△は減少） 1,565,719 457,163

契約負債の増減額（△は減少） △566,007 △388,318

その他の引当金の増減額（△は減少） △167,964 △144,793

その他 460,690 431,388

小計 △6,947,927 △8,987,328

利息及び配当金の受取額 52,865 53,687

利息の支払額 △20,654 △25,826

法人税等の支払額 △379,883 △595,787

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,295,601 △9,555,254

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 130,000

定期預金の預入による支出 △3,000 －

投資有価証券の売却による収入 26,976 66,688

投資有価証券の取得による支出 △135,149 △299

関係会社株式の取得による支出 － △10,000

有形固定資産の取得による支出 △250,320 △420,694

有形固定資産の売却による収入 150 3,254

無形固定資産の取得による支出 △192,415 △253,350

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△542,577 －

その他 16,235 12,632

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,080,102 △471,769

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,360,000 9,700,000

長期借入金の返済による支出 △23,970 △24,458

シンジケートローン手数料の支払額 △64,050 △1,050

配当金の支払額 △562,373 △675,270

リース債務の返済による支出 △283,931 △322,618

その他 △3,200 △2,432

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,422,474 8,674,170

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,275 2,763

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,939,954 △1,350,089

現金及び現金同等物の期首残高 8,093,645 6,697,584

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 47,909 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,201,600 ※ 5,347,494
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当社の連結子会社である株式会社テクノスは、当中間連結会計期間中に株式会社エコロジーサイエンスを吸収

合併しています。これにより、株式会社エコロジーサイエンスを当中間連結会計期間より連結の範囲から除外し

ています。また株式会社テクノスは、株式会社エコノスに社名変更しております。

　なお、本合併は当社の完全子会社同士の合併であるため、当社の連結業績へ与える影響は軽微です。

 

（会計方針の変更）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、原則として、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に公布され、2026年４月１日

以後に開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」が課されることとなりました。

　これに伴い、2026年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を30.6％から31.5％へ変更しております。

　この税率変更による影響は軽微であります。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年10月１日

　　至 2024年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日

　　至 2025年３月31日）

人件費 1,870,244千円 2,039,754千円

賞与引当金繰入額 426,968 435,781

退職給付費用 52,456 63,064

貸倒引当金繰入額 1,859 △687

 

　２　売上高の季節的変動

　前中間連結会計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日）及び当中間連結会計期間（自 2024年

10月１日 至 2025年３月31日）

　当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第２四半期連結会計期間に完

成する業務の割合が大きいため、第１、第３、第４四半期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の

売上高が増加する傾向にあり、それに伴い業績に季節的変動があります。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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前中間連結会計期間

（自 2023年10月１日
至 2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金勘定 6,331,600千円 5,347,494千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

及び定期積金
△130,000 －

現金及び現金同等物 6,201,600 5,347,494

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2023年10月１日　至 2024年３月31日）

１　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年12月13日

定時株主総会
普通株式 562,373 31 2023年９月30日 2023年12月14日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月８日

取締役会
普通株式 127,754 ７ 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額７円は、創立70周年記念中間配当であります。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2024年10月１日　至 2025年３月31日）

１　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年12月18日

定時株主総会
普通株式 675,270 37 2024年９月30日 2024年12月19日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日

取締役会
普通株式 273,757 15 2025年３月31日 2025年６月23日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自 2023年10月１日　至 2024年３月31日）及び当中間連結会計期間（自 2024年10月１

日　至 2025年３月31日）

当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　当社グループは、空間情報コンサルタント事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を

分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
　　至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日

　　至　2025年３月31日）

社会インフラマネジメント 15,236,295 14,396,452

国土保全コンサルタント 6,659,505 7,656,739

その他 2,717,130 2,522,474

顧客との契約から生じる収益 24,612,932 24,575,666

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 24,612,932 24,575,666
　
 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

１株当たり中間純利益金額 164円23銭 133円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 2,976,833 2,431,528

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（千円）
2,976,833 2,431,528

普通株式の期中平均株式数（株） 18,126,174 18,193,780

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2025年５月９日開催の取締役会において、2025年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株

式質権者に対し、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 　273,757千円

(2) １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　15円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2025年６月23日

 

EDINET提出書類

アジア航測株式会社(E04275)

半期報告書

18/21



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

アジア航測株式会社(E04275)

半期報告書

19/21



 
 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年５月９日

アジア航測株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 島　　　義浩

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　　俊直

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアジア航測株式

会社の2024年10月１日から2025年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月31日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、アジア航測株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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